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非競争輸入型産業連関表の「実質化」（固定価格化）の一試案

� 山梨大学　宇多　賢治郎１

１．はじめに２

　宇多（2018）では、2011年の部門分類（基本分類）を参考に、７時点（1980年、1985年、1990
年、1995年、2000年、2005年、2011年）の非競争輸入型産業連関表（基本表）の部門を調整し、
７時点、内生305部門、非競争輸入型の接続産業連関表（接続表）を作成する方法を説明した。
本稿では、この接続作業によって可能になった、非競争輸入型産業連関表を「実質化」（固定価
格化）する方法を説明する。
　そもそも接続産業連関表を作成したのは、我が国の経済構造の変化を長期的に捉えるには、産
業連関表を用いた生産誘発分析が必要と考えたことによる。しかし、産業連関表は対象年の経済
構造に合わせて部門分類が変更されているため、時点間の比較は容易ではなかった。そこで長期
的な時点比較を行えるよう、７時点の非競争輸入型産業連関表の部門調整を行った。この調整で
は、基本表の部門分類だけでなく、接続表つまり３時点、10年間の部門を調整した部門分類を参
考にして行った。この作業方法は、宇多（2018）にまとめており、表が揃っていれば再現可能に
なっている。
　この接続作業の際、接続表の部門分類を参考にしたことによって、基本表と接続表を同じ部門
分類で調整することができるようになった。これにより、７時点の基本表と３種の接続表の部門
を揃えることができ、今回の「実質化」の作業が可能になった。しかし、接続表のインフレータ
は競争輸入型用に作成されたものであり、そのまま非競争輸入型に用いることはできない。そこ
で本稿で説明するように加工方法を工夫し、305部門、非競争輸入型、自家輸送部門を設けた、
実質価格の接続産業連関表を作成した。本稿は、この作成方法を説明し、また作成した表の検証
を行う。

２．産業連関表の固定価格化

2-1．調整方法の概要
　宇多（2018）（以下、「前稿」）では、我が国の７時点の非競争輸入型産業連関表（基本表）を
接続するため、部門調整を行う方法を説明した。この方法の特徴は、第一に自身の研究で利用で
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きるよう、国内最終需要における各財の使われ方を、調整の基準にしたことである。つまり生産
面に焦点を当て、技術的に似ている部門ではなく、需要面を優先して部門調整を行うようにした。
そのため、例えば離れた人と連絡を取るという同じ目的から、中間投入構造が異なる固定電話と
携帯電話を同じ部門に属するものと扱っている。第二に初めから正方行列、つまり行と列の部門
が同じになるよう調整し、その方法は統合のみとしたことである３。
　この調整により、７時点の内生305部門の非競争輸入型産業連関表（以下、「７時点接続表」）
を作成した４。またこの部門調整を行う際に、基本表だけでなく、接続産業連関表（以下、「接
続表」）の部門分類も参考にした。これにより「接続表」の部門を調整し、揃えることも可能になっ
た。
　このことを踏まえ、本稿では実際価格（名目）の非競争輸入型の基本表を、固定価格（実質）
の表に加工する方法を説明する５。
　
2-2．加工の作業工程
　基本表の固定価格化の作業を行うには、「前稿」で用いた23表に加え、接続表に付いてくる固
定価格表６表を用いる他、「自家輸送なし」の基本表（競争輸入型、非競争輸入型）14表、計43
表が必要になる。これを一覧にまとめると、次のようになる。
・基本表７時点（1980年から2011年、実際価格、自家輸送あり、競争輸入型）、合計７表
・基本表７時点（1980年から2011年、実際価格、自家輸送あり、非競争輸入型）、合計７表
・基本表７時点（1980年から2011年、実際価格、自家輸送なし、競争輸入型）、合計７表
・基本表７時点（1980年から2011年、実際価格、自家輸送なし、非競争輸入型）、合計７表
・�接続表３種（1980-85-90表、1980-95-2000表、2000-05-11表、実際価格、競争輸入型）、
合計９表
・�接続表３種（1980-85-90表、1980-95-2000表、2000-05-11表、固定価格、競争輸入型）、
合計６表
　確認になるが、接続表では非競争輸入型は作成されていない。また各接続表の基準年には固定
価格表は存在しないことから、実際価格表は９時点の表、固定価格は基準年を除く６時点の表と
なる。
　これらの表を使い、以下の作業工程で加工を行った６。
第１段階：７時点の基本表と接続表の部門比較
第２段階：接続表３種間の部門比較
第３段階：７時点の基本表の部門整理

３　分割による調整を行うのは、一個人の研究者では困難であるという、消極的な理由があったことは否めない。
４　この調整のための統合方法をまとめた一覧表は、「前稿」に掲載した。
５　�物価変動の影響を取り除くため、ある基準年の価格で評価することを「実質化」と言う。しかし、接続産業

連関表の総合解説編、総務省（2017）では「実際価格」、「固定価格」と表現し、また「固定価格評価」の省
略表現として「実質化」を使っている。これを踏まえ、本稿では「はじめに」と「おわりに」では汎用され
ている「名目」、「実質」を、本文では「実際価格」、「固定価格」を優先的に用いた。

６　最終的にこの方法を採用したが、接続表を主にして作成するなど、数種類の加工方法を行った。
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第４段階：７時点の基本表の部門調整
　これら第４段階までの調整作業は、「前稿」で説明しているため省略する。これに対し、固定
価格表を作成するため、以下の加工を追加で行った。
第５段階：接続表３種の部門整理
第６段階：接続表３種の部門調整
　第５、第６段階の作業は、実際価格表の接続では用いないため、「前稿」の説明では省略して
いた。
第７段階：７時点の基本表（自家輸送なし）の部門調整
　第４段階と同じ方法で、「自家輸送なし」の305部門に、基本表を調整した。
　これら第７段階までの作業工程によって作成された、内生305部門の接続表13表（実際価格７表、
固定価格６表）と基本表14表（自家輸送あり７表、自家輸送なし７表）の計27表を使って、非競
争輸入型の基本表の固定価格化の作業を行った。
　第８段階以降は、「前稿」の加工では行っていない、固定価格化の作業方法になる。これらの
作業工程をまとめたものが、図１である。
　

図１　第８段階以降の作業工程

　
第８段階：インフレータの抽出
　各接続表の実際価格表の値を固定価格表の値で割り、最新の年を基準とする３時点のインフ
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レータを抽出した７。次に、各接続表の最新年とそれより新しい接続表の一番古い年の重複を利
用してインフレータの変換を行い、2011年基準の７時点のインフレータを作成した。
第９段階：７時点の基本表（自家輸送なし）の固定価格化
　第８段階で抽出したインフレータを用い、「自家輸送なし」の基本表を固定価格化した。なお、
2011年基準のインフレータを、1995年基準に変換したものも作成した。
第10段階：７時点の自家輸送行列の抽出
　基本表の「自家輸送なし」と「自家輸送あり」を比較し、「自家輸送」分を抽出した。これか
ら「自家輸送なし」の表に含まれる「自家輸送」分の比率と、「自家輸送」内の運輸と貨物の構
成比を計算した。
第11段階：７時点の固定価格基本表（自家輸送なし）の加工
　第10段階で求めた値を使い、「自家輸送なし」（固定価格）から「自家輸送」分を抽出し、その
額を二つの「自家輸送」部門に割り振った。
補足：自家輸送部門の抽出と競争輸入型産業連関表
　「自家輸送」分の抽出と統合により、競争輸入型表と非競争輸入型表の値が一致しなくなると
いう問題が生じた。そのため、今回は非競争輸入型表を統合して競争輸入型表を作成し、分析に
はこの表を用いた。
　
2-3．インフレータの抽出と固定価格化（第８、第９段階）
　次に、加工作業を段階別に、詳しく説明していく。ただし、第１段階から第４段階は「前稿」
で説明しているため、省略する。また、第５段階から第７段階も、第２段階から第４段階の方法
をそのまま「接続表」と「自家輸送なし」の基本表に対して用いたものであるため、これらの説
明も省略する。
　また、「接続表」の調整方法をまとめた一覧は、本稿の表６～表11に掲載した８。一方、基本
表の部門分類を調整するための一覧表は、既に「前稿」の表７～表17に掲載しているため省略し
た。ただし、「前稿」の表２～表６に掲載した「７時点接続表」内生305部門の一覧は、本稿にも
表１～表５として再掲した。これは、基本表は用いず、「接続表」を「７時点接続表」に加工す
る場合は、本稿だけでもできるようにしたためである。
　これらのことを踏まえ、まず第８段階のインフレータの抽出、加工方法を説明する。各接続表
は３時点の内、古い２時点の固定価格表があることから、各時点の実際価格表と比較することで、
最新の時点を基準にしたインフレータを抽出することができる。この方法により、1990年基準の
1980年、1985年、2000年基準の1990年、1995年、2011年基準の2000年、2005年のインフレータを
抽出した。また各接続表の総合解説である総務省（1995）、総務省（2005）、総務省（2017）は、「接

７　�物価水準が増加しなくなった近年では「デフレーター」の方が使われることが多い。しかし、ここでは総務
省（2017）の表現に合わせ、「インフレータ」を用いた。

８　�基本表（自家輸送なし）と接続表の部門を揃えて比較した所、総生産額が同じなのに需要別の値が異なるな
ど、調整による違いが生じていた。なお、各接続表の３時点を比較すると、古い時点になるほど調整による
乖離が大きくなるようである。
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続表」の固定価格化を国内生産、輸出、輸入、国内需要の別に行ったと説明している９。この説
明を踏まえ、本稿でもこれら四種のインフレータを305部門に統合した７時点接続表から抽出し
た。次に、これらのインフレータを重複する1990年、2000年の値を比較し、1995年以前の４時点
のインフレータを2011年基準に変換した。
　なお、このインフレータは2011年基準であるが、1995年を基準年とするよう再度変換したイン
フレータも作成し、それを用いた固定価格化も行った。これは「前稿」の分析で示した、生産誘
発構造の転換が1995年前後に生じていたことを踏まえ、1995年を基準とした分析を行えるように
したためである。
　次に、第９段階の産業連関表の固定価格化の方法を説明する。
　まずインフレータを適用する範囲を競争輸入型表、非競争輸入型表の別に示したのが、図２で
ある。
　

図２　インフレータの適用範囲

　今回は、競争輸入型表の国内生産、輸出、輸入、国内需要の四種類のインフレータを「接続表」
から抽出し、これらを使っての非競争輸入型表（基本表）の固定価格化を行った10。図２で示し
たように、競争輸入型表の輸出、輸入、国内生産は非競争輸入型にする際、分割せずそのまま配
置するため、競争輸入型表のインフレータを用いることができる。また、競争輸入型表の国内需

９　�総務省作成の接続表のインフレータの作成方法は、総務省（1995）p.27～30、総務省（2005）p.26～29、総
務省（2017）p.57～61を参照。

10　�中間需要と最終需要の別にインフレータを計算した所、値が大きく異なっている部門も存在したが、今回は
総務省の方法に合わせて作成したものを用いた。また、今回は2-5で説明するように、競争輸入型表の実質
化は行わず、非競争輸入型表を統合して競争輸入型表にする方法を用いた。
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要から分割された輸入も、競争輸入型表の輸入のインフレータを用いることができる。
　しかし、この方法の場合、競争輸入型表の国内需要から輸入分を取り除いた、国内需要への国
産財の供給（以下、「国産供給」）のインフレータがないという問題が残る11。そのためまず、産
業連関表を作成する際の「一物一価」の原則に基づいて、国産を全て国内生産のインフレータで
変換することを考えた。しかし、我が国の産業連関表は国内生産と輸出のインフレータが別々に
推計されており、それらの値は大きく異なっている。そのため、このような国産と輸入に分けら
れた値、つまり非競争としたものを同一のもの、つまり競争するものと扱うのは適切ではないと
考えた。
　次に、競争輸入型表の国内需要のインフレータをそのまま非競争輸入型表に用いることを考え
た。しかし、これでは国産の供給に対し、輸入分が含まれる国内需要を用いることになる。また
同様に、国内生産のインフレータを用いた場合は、輸出分が含まれる値を用いることになる。
　このようなことから、まず図２の非競争輸入型表の「国産供給」を除く、国内生産、輸出、輸
入の計３箇所の固定価格化を先に行った。
　次に、作成できた「国産供給」の部分が空白の固定価格表と実際価格表の値を使い、以下の式
を使って「国産供給」のインフレータを計算した。
　国内生産額を x、輸出額を e、「国産供給」を d、また実際価格を上付き文字の N、また固定価格
を上付き文字の Rで表すと、「国産供給」のインフレータ pdは式１のように求めることができる。

= = －
－

　　　　　　　　　　　　　（１）

　この式１で求めた「国産供給」のインフレータ pdを使って、図２の「国産供給」の部分を固
定価格化する。なお、図２の国産の行で枠から外れている列、最終需要合計、需要合計、輸入を
含む需要合計は、変換後の値を合計して作成した。
　次に、「列331：国内生産額」を「行：319：国内生産額」に転置して当てはめた。また「付加
価値」は実際価格表のままとし、国内生産量から中間投入量と付加価値量を引いて「行317：ダ
ブルインフレーション調整項」を求め、それを追加して「318：粗付加価値部門計」を再計算した。
　なお、接続表に存在しない自家輸送２部門と「204：再生資源回収・加工処理」は、接続表に
部門が存在しないため、インフレータも存在しない。しかし自家輸送２部門は、各部門の値を固
定価格化した後に自家輸送分を抽出しているため、固定価格化がされたものとみなした。これに
対し、関連する産業の特定が困難であった「204：再生資源回収・加工処理」は、全部門合計か
ら求めたインフレータをあてることにした。
　
2-4．自家輸送部門の抽出、統合（第10、第11段階、補足）
　次に、「自家輸送なし」の固定価格表から自家輸送部門を抽出する方法を説明する。
　まず、「前稿」で作成した「自家輸送あり」の基本表と、「自家輸送なし」の基本表の差分を求

11　�「国産供給」の作成方法は、新井氏の助言に基づいたものである。この方法を採る前は、国産（非競争）を
国内需要（競争）から輸入（非競争）で引いて求める方法を用いていた。この場合、国内生産額のインフレー
タを使わないこと、需給の不一致が発生するという問題が残っていた。
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め、自家輸送部門を抽出した表を作成する。次に、この抽出した表を「自家輸送なし」の基本表
で割ることにより、自家輸送分が各値に占める比率を求める12。この比率を使って、基本表から
作成した固定価格表から自家輸送分を取り除いて作成し、この行列から行和、列和を求めた。次
に、この抽出した行和、列和、自家輸送の合計を「239：自家輸送」と「240：自家輸送貨物」に
分けるため、まず名目表の自家輸送に占める２部門の比率を計算した。次に、この比率を使って
各部門から抽出した自家輸送分の行和、列和を分割して、自家輸送２部門を作成した。
　なお、二つの基本表の差分を取り、自家輸送分を抽出すると、国産の需要だけでなく、輸入の
需要にも自家輸送分があることが確認できる。これに対し、自家輸送の部門、つまり差分を統合
した値は、国産財の供給（行）にしか存在せず、輸入財の供給（行）の値は全てゼロであること
が確認できる。このことから、非競争輸入型表では国産、輸入から自家輸送分を抽出し、全て国
産として扱っていることが分かる。
　そのため、自家輸送分の加工作業により、競争輸入型表と非競争輸入型表の需給が一致しなく
なるという問題が生じていた。これに対し、今回は自家輸送部門を抽出した、非競争輸入型表の
国産と輸入を再統合し、競争輸入型表に加工したものを用いて対処した13。

３．固定価格表の検証

3-1．国内総生産（支出側）の比較
　次に作成した固定価格表の検証を行う。まず、国内総生産（支出側）（以下、GDP）の比較を
行う。わざわざ「支出側」と表記したのは、産業連関表の最終需要額を用いていることによる14。
これらの値から作成したグラフが、図３、図４である。
　

図３　国内総生産（支出側）
（指数2011年＝100）

図４　経済成長率
（前５年間の年平均）

12　�この差分の行列を名づけるなら「自家輸送マトリックス」、また構成比は「係数マトリックス」となるが、
本来のそれらの値や行列との混同を避けるため、本稿ではこれらの表現は用いないことにした。

13　�他に、競争輸入型表の各輸入部門の値の合計と、非競争輸入型表の国内需要における輸入の合計が一致しな
いという問題も生じる。しかし、こちらは本研究の分析には支障をきたさないため、そのままとした。

14　�GDE（Gross Domestic Expenditure）は、SNA の改訂により、「Gross Domestic Product（Expenditure 
approach）」と表記されることとなったため、本稿はそれに合わせた。
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　図３は、固定価格化の基準年である2011年を基準に、GDPを指数に変換したものであり、産
業連関表の作成年のみ抽出して、グラフ化したものである。また図４は、表示年の前５年間の経
済成長率の年平均（幾何平均）である。
　図３、図４を見ると、GDPの値が、国民経済計算（以下、SNA）と産業連関表で大きく違わ
ないことが確認できる。二つの値が公表値のままである実際価格でも一致しているわけではない
こと、固定価格の値や動向の乖離も大きくはないことから、「７時点接続表」の固定価格化の作
業を行えることができたと判断した。
　
3-2．インフレータの比較
　次に、インフレータの検証を行う。まず SNAと産業連関表のインフレータ、国内最終需要、
輸出、輸入の三点を比較する。これらのインフレータをグラフ化したものが、図５、図６である。
　

図５　SNAのインフレータ
（2011年基準、連鎖方式）

図６　「接続表」のインフレータ
（2011年基準、固定方式）

　
　図５のGDPのインフレータは、連鎖方式で作成されたものである。ただし、現在の08SNA方
式の値が1993年以前は存在しないため、93SNA方式の1980年から1994年の連鎖方式のインフレー
タを、08SNA方式の1994年の値と一致するように変換して用いた。これに対し、図６の「接続表」
のインフレータは、固定方式で作成されている。そこで総務省の「接続表」の値を、2011年を基
準に、古い表の値を調整した。つまり、重複している1990年と2000年の値が一致するように、古
い表の値を変換した。
　このように変換した図５の二つのグラフを比較すると、基準年である2011年から離れるほど乖
離が大きくなっていることが確認できる。
　次に、国内需要に比べて、輸出と輸入のインフレータの変化が大きい理由を確認する。
　図７は、対米ドルの為替の年次平均を５年おきに抽出し、グラフ化したものである。
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図７　為替変動（対米ドル、年次平均）

　この図７を見ると、輸出のインフレータの動きは、かなりの部分が為替の変化という要因で説
明できることが分かる。これに対し、輸入の動きは為替とは異なる動きをしているため、輸入の
内容に踏み込む必要がある。
　図８は財貿易額と輸入額の内訳、図９は鉱物性燃料の輸入額、輸入量、輸入価格の指数である。
　

図８　輸入の変化（貿易統計） 図９　鉱物性燃料の輸入

　
　図８は、財務省「貿易統計」の輸入を「商品特殊分類」の別に示したものである15。図８からは、
財輸入の金額の変化が1995年以前の減少は「鉱物性燃料」と「粗原料」によること、1995年以降
は「食料及び他直接消費財」を除く中間財、消費財、資本財も増加しているが、「鉱物性燃料」
と「粗原料」の増加も大きいことが確認できる。また、中間財、消費財、資本財の物価の上昇も、
その原材料である資源の物価変動の影響を、ある程度受けるためと考えられる。
　これを踏まえ、図９は「鉱物性燃料」を指数化し、金額を価格と数量に分解した値をグラフ化
した。「鉱物性燃料」のみをグラフ化したのは、「粗原料」の指数値がなく、代わりに用いようと
した「原料品」の金額の動きが「粗原料」と異なっていたことによる。この図９を見ると、「額」
の増減が「数量」ではなく、「価格」の変化によるものであることが確認できる。また価格指数
を円、米ドルで比較すると、1995年以前は円高によるもの、1995年以降は「鉱物性燃料」の物価

15　「貿易統計」の値には、サービス貿易が含まれていないため、SNA や産業連関表の貿易額よりも少なくなる。
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高騰の影響が大きいことが確認できる。
　また、変換した固定価格化表から、再度インフレータを抽出した結果が、図10、図11である。
　

図10　「７時点接続表」のインフレータ
（2011年基準）

図11　「７時点接続表」のインフレータ
（1995年基準を、比較のため2011年基準に変換）

　この図10、図11は、今回加工した2011年基準と1995年基準の「７時点接続表」から、それぞれ
のインフレータを再抽出したものである。また今回の加工によって、事後的にではあるが、国内
需要をまかなうための、国産供給のインフレータの計算が可能になったため、合わせて掲載した。
これら図６、図10、図11のインフレータが、傾向は似ているが差が過去にさかのぼるほど大きく
なるのは、基準年から離れるほど乖離が蓄積されるためと考えられる。また「接続表」から抽出
したインフレータを基本表に適用し、再度インフレータを求める際の、「接続表」と基本表の金
額の違いも影響しているものと考えられる。また、国内需要とその国内需要に対する国産供給の
インフレータも異なっていることが分かる。これにより、国産供給の固定価格化に、国産と輸入
が混在した国内需要のインフレータをそのまま用いないよう配慮したことに、意味があったこと
が確認できる。
　
3-3．貿易依存度の比較
　次に、固定価格化された値から求めた、貿易依存度を用いて貿易収支を比較する。なお、貿易
依存度を求める際は、中間需要を除いたGDPを分母とすることが多い。しかし、筆者のこれま
での研究では、研究目的に合わせ、通商が国内経済に与える生産誘発効果を示す際は、国内需要
の生産誘発効果を分母としてきた。そのため、SNAと産業連関表を使って、間接的な生産誘発
効果を含めない貿易依存度を求める場合も、国内需要を分母にした。
　まず、図12、図13は実際価格の貿易依存度をグラフにしたものである。
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図12　SNAの貿易依存度（実際価格） 図13　「接続表」の貿易依存度（実際価格）

　
　図12、図13からは、公表値のまま貿易依存度を計算しても、SNAと産業連関表ではある程度
の乖離が生じていることが確認できる。
　次に、同じ貿易依存度を固定価格化したものが、図14から図16である。
　

図14　SNAの貿易依存度（固定価格、2011年基準）

図15　「７時点接続表」の貿易依存度
（固定価格、2011年基準）

図16　「７時点接続表」の貿易依存度
（固定価格、1995年基準）
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　図14と図15から、同じ2011年基準であっても、実際価格でも現れていた SNAと産業連関表の
値の違い、また連鎖方式と固定方法の違いにより、グラフの形状に違いが表れていることが確認
できる。次に、図15と図16を比較すると、基準年の違いが、棒グラフ、特に輸入の値を大きく変
えていることがわかる。また、輸出と輸入の差分である貿易収支の折れ線グラフを見ると、位置
は大きく異なるものの、形状は似通っていることが確認できる。これらの違いは、前述の図７か
ら図９を用いて説明したように、基準年の為替と鉱物性燃料の物価の影響によるものと考えられ
る。
　これらのことから、固定価格化された貿易収支を説明に用いる際は、基準年の取り方によって、
インフレータが及ぼす影響が大きく変わることを考慮し、慎重に説明する必要があることが分か
る。
　
3-4．生産誘発依存度の比較
　次に、産業連関表を使って生産誘発額を求め、貿易依存度のグラフの形式にしたものを比較す
る。
　「前稿」の図３を再掲したものが図17、それを2011年基準、1995年基準の固定価格表で作成し
たものが図18、図19である。
　

図17　生産誘発効果の「自給度」と「収支」（７時点接続表、実際価格）

　
図18　生産誘発効果の「自給度」と「収支」

（７時点接続表、2011年基準）
図19　生産誘発効果の「自給度」と「収支」

（７時点接続表、1995年基準）
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　本項ではグラフの内、「輸出の生産誘発効果」、「機会損失」、「自給度」と「収支」の四点を扱
う16。
　まず「輸出の生産誘発効果」は、非競争輸入型産業連関表を使って求めたものである17。これ
に対し、輸入が生産誘発効果に与える影響は、「機会損失」（Opportunity Loss）を計上したもの
である。「機会損失」とは、ミクロ経済学的な「機会損失」の考えに基づいたもので、輸入によっ
て需要をまかなったことにより、損なわれた生産誘発効果の機会を算出したものである。
　また「自給度」と「収支」は、「生産誘発効果」（プラス）と輸入による「機会損失」（マイナス）
の差分である18。このうち「自給度」は「内需」による生産誘発のうち輸入によって機会を失っ
た分を、輸出による生産誘発によって補えた度合いを示し、値が負ならば貿易を行うことでかえっ
て生産誘発効果が減ることを示している。また、「自給度」に「『外需』の機会損失」を加えたも
のを「収支」とする。この「収支」により生産誘発効果を国内に留める構造をしているかを示す
ことができる。
　まず図18と図19から、貿易依存度を貿易額から求めた図15と図16と同じく、「自給度」、「収支」
の動きは似ていても、位置が大きく変わっていることが確認できる。次に、輸出（生産誘発、ゼ
ロ以上の棒グラフ）、輸入（機会損失、ゼロ以下の棒グラフ）の別に見る。すると、輸出の棒グ
ラフの違いに比べて、輸入の棒グラフの違いは2011年基準の方が大きいことがわかる。これは、
これまでに説明してきたとおり、2011年が2005年に比べて円高で、鉱物性燃料の物価が高いこと
による影響が大きいと考えられる。
　また、「自給度」と「収支」を比較すると、2011年基準のグラフの方が、二つの値の開きが大
きいことが確認できる。これも基準年の為替と鉱物性燃料の物価の違いが、輸入による「機会損
失」に与える影響の方が、輸出による生産誘発効果に与える影響が大きく、また輸出の生産誘発
効果の内、輸入により失われる部分が大きく示されることによるものと考えられる。
　以上のことから、貿易の実額や貿易依存度だけでなく、それが国内経済に与える影響、直接・
間接の生産誘発効果のような値を、産業連関表によって示し、検証しなければ、国内経済に与え
る影響をを見誤ることがあることが確認できる。

４．おわりに

　本稿では、宇多（2018）で説明した、７時点（1980年、1985年、1990年、1995年、2000年、
2005年、2011年）の非競争輸入型産業連関表を接続した表を、「実質化」（固定価格化）する方法
を説明した。
　今回用いた方法の特徴は、まず既存の基本表と接続表を組み合わせることで、非競争輸入型産
業連関表を「実質化」したことである。次に、その「実質化」の作業は全国表だけで可能、つま

16　�他、グラフの読み方は「前稿」の宇多（2018）、宇多（2012）など、これまでの研究成果を参照。
17　�そのため、輸出の生産誘発効果の値は、競争輸入型産業連関表を使って求めたスカイラインチャートの値よ

りも、輸入による「機会損失」の分だけ小さくなる。
18　「自給度」は、スカイラインチャートの「自給率」から100％を引いた値になる。
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り他の追加的な統計データを必要としないことである。そのため、本稿と宇多（2018）の説明を
踏まえれば、同じ接続表の作成が可能である19。ただし、今回の表は筆者の分析目的に合わせて
調整しているため、使用目的によっては、例えば SNAの改訂を反映した国内需要の内訳の調整
のような、追加的な作業が必要になる。
　なお、今回示した方法をそのまま用いて、1975年以前の表を作成することは困難なようである。
これは、「自家輸送なし」の基本表で販売されているのは、1980年以降のものであることによる。
そのため、1975年以前の拡張を行う際は、加工方法の変更や追加が必要になろう。ただし、名目
表だけなら1975年以前の表を調整することは可能である。ただし、部門調整は時間をさかのぼる
ほど困難になり、接続産業連関表の精度が落ちることは避けられないであろう。
　また、今回の調整作業により、1980年から2011年までの接続的な経済構造の分析を、2011年基
準、1995年基準で行うことが可能になった。一方、現時点では非競争輸入型産業連関表をわざわ
ざ「実質化」した手間に見合うだけの研究はできていない。そのため、引き続き先行研究を参考
に分析を行うこと、また実質表を活かせる分析手法の開発を続けていく。
　また次に公表される予定の2015年表を追加した、８時点接続表を作成しやすいようにしてある
ため、厳密には次の接続産業連関表が公表されるまでは同水準の接続表を作成することはできな
いものの、2015年の基本表の公表後に追加的な表の加工を行い、８時点表を作成し、分析を行う
予定である。
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表１　1980～2011年、７時点接続表部門表、部門一覧（１／４）

注：表１から表４は、本文の説明で必要なため、宇多（2018）の表２から表５を再掲した。
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表２　1980～2011年、７時点接続表部門表、部門一覧（２／４）
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表３　1980～2011年、７時点接続表部門表、部門一覧（３／４）
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表４　1980～2011年、７時点接続表部門表、部門一覧（内生４／４）

表５　1980～2011年、７時点接続表部門表、部門一覧（付加価値、最終需要）
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表６　部門統合方法一覧、接続表（１／６）

注１：部門番号は、「部門分類コード表」の部門に合わせて番号を振ったものである。
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表７　部門統合方法一覧、接続表（２／６）
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表８　部門統合方法一覧、接続表（３／６）
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表９　部門統合方法一覧、接続表（４／６）
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表10　部門統合方法一覧、接続表（５／６）
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表11　部門統合方法一覧、接続表（６／６）
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